
























































































































































































































































































































































































































































































































Medical Law, 2009, pp. 13─21.



















































































































































Carrabine et al., Criminology, 2nd. ed., 2009, pp. 145─153.
（42）　Important Information about Swine Flu, 2009（http://www.dh.gov.uk）, pp. 11─
13.
（43）　朝日新聞2009年７月12日。
（44）　新井省吾「本当に罹ったら、どうする？」新潮45・2009年７月号41頁。な
お、外岡・前掲書（註９）180頁以下参照。
（457）
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（45）　朝日新聞2009年５月22日。外岡・前掲書（註９）64─65頁参照。
（46）　時事通信2009年７月13日。
（47）　Press Association, 2009.5.6.
（48）　朝日新聞2009年５月11日。
（49）　毎日新聞2009年５月18日。
（50）　讀賣新聞1996年８月２日、３日、６日、７日。
　＊脱稿後の動きに触れておきたい。幾つかの情報を集約すると、７月
31日の時点での感染者数は国内で約5,000人、世界で約15万人、国内で死
者は発生していないが、世界では約800人が死亡している。南半球では感
染が拡大しており、北半球では、今年の秋冬の第二波に対する対策に関心
が集まっている。たとえば、アメリカ合衆国とイギリスでは、ワクチン接
種の優先順位の検討が開始された。原案では、おおむね医療従事者、妊
婦、５歳以下の幼児、18歳以下の青少年という順になっている。さらに、
イギリスでは、タミフルを服用した児童・青少年に対する副作用が報告さ
れているし、ICUの病床の優先順位も問題となっている。国内では、日本
経済団体連合会が「新型インフルエンザ対策に関する企業アンケート調査
結果」（2009年７月30日）を公表した。それによれば、経団連に加盟する
大手・中堅企業454社のうち、社内マニュアルを作っている企業は、2009
年６月１日時点で60.1％であり、事業継続計画を策定済みの企業は32.1％
ということである。いずれも極めて重要な問題であるが、詳細な検討は他
日を期したい。
　本稿は私立大学戦略的研究基盤形成支援事業『新型インフルエンザ対策に係る自
然科学及び社会科学融合研究』における研究成果の一部である。
（456）
